
会社法第782条第1項及び会社法施行規則第183条に規定する書類 

（吸収分割会社の事前開示事項） 

愛知県名古屋市東区東新町1番地 

中部電力株式会社 





2022年2月15日 

吸収分割に係る事前開示事項 

, 

愛知県名古屋市東1区東新町1番地 

中部電力株式会社 

代表取締役社長 

社長執行役員 林 欣冒 

中部電力株式会社（以下「当社」という。）は、中電興業式会社（以下「吸収分割承継会 

社」 という。）との間で締結した2021年12月21日付吸収分割契約に基づき.. 2022年4月 

I 日を効力発生日として、当社が営むみまもりポール事業（以下「本件事業」という。）に 

関して有する権利義務を、吸収分割継承会社に継承させる吸収分割（以下「本件分割」とい 

う。）を行います。 

本件分割に関する会社法第782条第1項及び会社法施行規則第183 条に定める事前開示 

事項は次のとおりです。 

1．吸収分割契約の内容（会社法第782条第1項）

添付書類1をご参照ください。 

2．吸収分割承継会社が当社に交付する株式の数並びに吸収分割承継会社の資本金及び準 

備金の額の相当性に関する事項（会社法第782条第1項、会社法施行規則第183 条第 

1 号ィ、会社法第758条第4号イ）

靄 

吸収分割承継会社は、本件分割に際して、普通株式961 株を新たに発行し、そのすべて 

を当社に対し割当て交付いたします。 

当社に対し交付される株式の数につきましては、第三者算定機関が算定した本件事業及 

‘び 吸収分割承継会社の事業価値をもとに、当社及び吸収分割承継会社が協議・交渉の上で決 

定したものであり、相当であると判断しております。 

また、吸収分割承継会社が本件分割に際して増加させる資本金及び準備金の額は次のと 

おりであり、本件分割後における吸収分割承継会社の事業内容及び当社から承継する権利： 

義務等に照らして相当であると判断しております。 



資本金 0円 

資本準備金 0円 

利益準備金 0 円 

3．吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容（会社法第782 条第1項、 

会社法施行規則第183条第4号イ）

, 

添付書類2をご参照くださ , 

4．吸収分割承継会社の最終事業年度の末日後の重要な財産の処分、重大な債務の負担その 

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象（会社法第782 条第1項、会社法施行規則 

第183条第5号イ）

該当事項はございません。 

5．当社の最終事業年度の末日後の重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産 

の状況に重要な影響を与える事象（会社法第782 条第1項、会社法施行規則第183 条第4 

号ハ） 

該当事項はございません。 

6．本件分割が効力を生ずる日以後における当社の債務及び吸収分割承継会社の債務の履 

行の見込みに関する事項（会社法第782条第1項、会社法施行規則第183条第6号）

(1）本件分割の効力発生日以後における当社の債務の履行の見込み 

当社の2021年3月31日現在の貸借対照表における資産及び負債の額は、それぞれ 

4プE3,500 億円程度及び2兆8,600 億円程度です。 

また、本件分割により当社が吸収分割承継会社に承継させる予定の資産及び負債の 

額は、それぞれ88百万円及び22百万円程度となる予定です。 

上記に加え、2021年3月31日から現在に至るまでの資産及び負債の額に生じた変 

動並びに今後本件分割の効力発生日までに予測される資産及び負債の額を考慮しても、 

本件分割の効力発生日以後における当社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込み 

です。 

以上の点並びに当社の収益状況及びキャッシュフロー等に鑑みて、当社の負担する 

債務については、本件分割の効力発生日以後も履行の見込みがあるものと判断してお 

ります。 



(2）本件分割の効力発生日以後における吸収分割承継会社の債務の履行の見込み 

吸収分割承継会社の2021年3月31日現在の貸借対照表における資産及び負債の額 

は、それぞれ224億43百万円程度及び27億89百万円程度です。一 

本件分割により吸収分割承継会社が当社から承継する資産及び負債の額は、それぞ 

れ88百万円程度及び22百万円程度となる予定です。 

上記に加え、2021年3月31日から現在に至るまでの資産及び負債の額に生じた変 

動並びに今後本件分割の効力発生日までに予測される資産及び負債の額を考慮しても、 

本件分割の効力発生日以後における吸収分割承継会社の資産の額は負債の額を十分に 

上回、る見込みです。 

以上の点並びに吸収分割承継会社の収益状況及びキャッシュフロー等に鑑みて、吸 

収分割承継会社が当社から継承する債務については、本件分割の効力発生日以後も履 

行の見込みがあるものと判断しております。 

以上 



添付書類（1） 吸収分割契約の内容（会社法第782条第1項） 

添付書類（2） 吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容（会社法 

第782条第1項、会社法施行規則183 条第4号イ） 
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中部電力株式会社（以下「甲」という。）と中電興業株式会社（以下「乙」という。） 

は，甲がその事業に関して有する権利義務の一部を乙に承継させる吸収分割（以下「本件 

分割」という。）について，次のとおり吸収分割契約（以下「本契約」という。）を締結す 

る。 

第1条（吸収分割） 

甲は，本件分割により,甲の事業創造本部が営むみまもりポール事業（以下「本件事 

業」という。）に関して有する第4条第1項記載の権利義務を乙に承継させ，乙はこれ 

を承継する。 

第2条（商号および所在地） 

本件分割をなす当事者は,次のとおりとする。 

(1）甲（吸収分割会社） 

商号：中部電力株式会社 

住所：名古屋市東区東新町1番地 

(2）乙（吸収分割承継会社） 

商号：中電興業株式会社 

住所：名古屋市中区栄二丁目2番5号 

第3条（効力発生日） 

本件分割がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は, 2022 年 

4月1日とする。 

一第4条（承継する権利義務等） 

:i．本件分割により甲から分割され乙に承継される本件事業に関する権利義務は，別紙． 

「承継対象権利義務明細表」のとおりとする。 

2．前項に基づく甲から乙への債務の承継については，免責的債務引受の方法によるブ 

3，甲および乙は、第1項に定める権利義務の甲から乙への承継に関し、登記、登録、通 

知、承諾、その他所定の手続が必要となる場合には、相互に協力して当該手続きを行 

う。 
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第5条（本件分割の対価） 

乙は本件分割に際して普通株式961株を発行し，そのすべてを甲に対して割り当て交 

付する。 

第6条（資本金および準備金の額） 

本件分割により乙の資本金および準備金の額は変動しない。 

第7条（株主総会の承認） 

乙は，効力発生日の前日までに,本契約および本件分割に関連する事項について乙の 

株主総会の承認を求めるものとする。 

第8条（競業避止義務） 

甲は，効力発生日以降であっても，本件事業に関し競業避止義務を負わない。 

第9条（善管注意義務） 

甲は、本契約締結後効力発生日に至るまでの間、善良な管理者の注意をもって本件 

事業に関する業務の執行ならびに財産の管理および運営を行うものとし、本件事業に 

重大な影響を及ぼす行為を行う場合には、あらかじめ乙と協議しなければならない。 

第10 条（本契約の変更・解除） 

本契約締結後,効力発生日までの間において,天災地変その他の事由により，甲また 

は乙の資産状態または経営状態に重大な変更が生じたとき，その他必要が生じたとき 

は,甲乙協議のうえ,本件分割の条件その他本契約の内容を変更し，または本契約を解 

除することができる。 

第11条（協議事項） 

本契約に定めのない事項その他本件分割に関し必要な事項は，本契約の趣旨に従い, 

甲乙協議のうえ，これを定める。 



本契約締結の証として本書2通を作成し，甲乙記名押印のうえ,各1通を保有する。 

2021 年12月21日 

名古屋市東区東新町1番地 

中部電力株式会社 

代表取締役社長 

社長執行役員 林欣驫 
名古屋市中区栄二丁目2番S号 

乙 中電興業株式会社 

代表取締役社長 

社長執行役員 
増田 義則 



（別紙） 

承継対象権利義務明細表 

乙が本件分割により甲から承継する権利義務（以下「承継対象権利義務」という。） 

は，効力発生日において甲が有する次のとおりの権利義務とする。 

1．資産 

(1）固定資産 

本件事業に属する以下の商標権その他の固定資産 

・商標登録第6134587 号に係る商標権 

(2）流動資産 

本件事業に属する売掛金，貯蔵品その他の流動資産（ただし，現金および預金は除 

く） 

2．負債 

(1）固定負債 

本件事業に属する固定負債 

(2）流動負債 

本件事業に属する買掛金,未払費用,諸前受金その他の流動負債 

3．承継する契約上の地位および権利義務 

(1）契約 

本件事業に属する賃貸借、業務受委託、その他本件事業に属する一切の契約（ただ 

し、甲の従業員に係る雇用契約を除く。） 

(2）許認可等 

甲が効力発生日において本件事業に関連して保有している許可,認可，承認,登録 

および届出等のうち，甲から乙への承継が法令および条例上可能であるもの 

4.I その他 

承継対象権利義務のうち，本契約締結後に法令その他の規制上または契約上の定めに 

より,承継が困難であることが判明したもの（承継することにより甲または乙において 

想定外の損失を生じることが判明したものを含む。）については，必要に応じて甲乙協 

議のうえ，承継対象権利義務から除外することができる。 

以 上 

I 
、 
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計 算 書 類 

第 7 3 期 

2 0 2 0 年4 月 1 日 から 

2 0 2 1 年 3 月31 日 まで 

1 貸借対照表 1 頁 

2 損益計算書 2 頁 

3 株主資本等変動計算書 3 頁 

4 個別注記表 4,-'-6頁 

中電興業株式会社 



「 

貸 借 対 照 表 

(2021年3月31日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債のI 邦 

項 目 金 額 項 目 金 額 

流動資産 21,113,337 流動負債 2:103,633 

現金及び預金 726,654 買掛金 284,190 

売掛金 671,331 短期借入金 50,000 

割賦債権 4,784,186 リース債務 4,825 

リース投資資産 7,993,307 未払金 66,893 

貯蔵品 23,201 未払費用 404,906 

前払金 ’ 1,597 未払法人税等 53,871 

前払費用 16,329 未払消費税等 96,592 

短期貸付金 6,865,182 前受金 978,704 

未収金 42,394 預り金 83,281 

その他 6,534 役員賞与引当金 18,200 

貸倒引当金 △17,382 その他 62,168 

固定資産 1,329,784 固定負債 685,891 

有形固定資産 460,972 リース債務 14,356 

建物 ‘ 136,250 退職給付引当金 549,176 

構築物 112,409 資産除去債務 120,772 

機械装置 156 その他固定負債 1,587 

工具器具備品 41,554 負債合計 2,789,524 

土地 166,451 純資産の部 

リース資産 3,004 株主資本 1 9,644,701 

建設仮勘定 1,145 資本金 25,800 

無形固定資産 94,135 資本剰余金 15,200 

ソフトウエア r 34,177 資本準備金 15,200 

ソフトウエア仮勘定 58,930 利益剰余金 19;603, 701 

その他 1,027 利益準備金 6,450 

投資その他の資産 774,677 その他利益剰余金 19,597,251 

投資有価証券 23,381 別途積立金 18,500,000 

関係会社株式 240,000 繰越利益剰余金 1,097,251 

長期貸付金 58,520 評価・換算差額等 8,895 

預託金 一 80,009 その他有価証券評価差額金 8,895 

繰延税金資産 369,653 

その他 3,195 

貸倒引当金 △82 純資産合計 19,653,597 

資産合計 22,443,122 負債及び純資産合計 22,443,122 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

(1 ) 
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（単位：千円） 

項 目 金 額 

売上高 7,564,499 
売上原価 6,639,523 

売上総利益 924,976 
販売費及びー般管理費 625,829 

営業利益 299,146 

営業外収益 

受取利息及び配当金 709.791 

その他 15,428 725,219 

営業外費用 

支払利息 440 

固定資産除却費 5,408 

その他 518 6,366 
経常利益 1,017,999 

特別損失 

減損損失 24,326 24,326 
税引前当期純利益 993,673 
法人税、住民税及び事業税 237,480 
法人税等調整額 A 7,973 229,506 
当期純利益 764,166 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

12020

年4月 1日から1 

t2021 年3月31日までJ 

（単位：千円） 

株主資本 
，評価・換算 

差額等 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 
合計 

その他有価証券 
評価差額金 資本準備金 

資本剰余金 
合計 

その他利益剰余金 利益剰余金 
合計 利益準備金 

別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 25,800 '15,200 15,200 6,450 18,300,000 826,380 19,132,830 19,173,830 6,974 19,180,804 

当期変動額 

剰余金の配当 E 293,294 L 293,294 △293,294 △293,294 

別途積立金の積立 200,000 L 200,000 

当期純利益 764,166 764,166 764,166 764,166 

株主資本以外の項目の 
当1(Jl変動額（純額） 

1,920 1,920 

当期変動額合計 200,000 270,871 470,871 470,871 1,920 472,792 

当期末残高 25,800 15,200 15,200 6,450 18,500,000 1,097,251 19,603,701 19,644,701 8,895 19,653,597 

mn 重Pをサ合玄百l士 千円夫漕身切り捨ててI 費示しており」 ミす。 

(3 ) 



個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1.資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券の評価基準及び評価方法 

①関連会社株式…移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

（ア）時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

（イ）時価のなしもの・・・移動平均法による原価法 

(2）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品…移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定） 

2．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（りース資産を除く） 

定率法 

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く〕、2016年4月1日以降に取得した 

建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。 
(2）無形固定資産（リース資産を除く〕 

定額法 

(3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るりース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

3．引当金の計上基準 

I(1)貸倒引当金…売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒 

懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2｝役員賞与引当金・・・役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3)退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合要支給額に基づき 

計上しております。 

4，収益及び費用の計上基準 

ファイナンスーリース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準 

リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

5．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（貸借対照表に関する注記） 

I．有形固定資産の減価償却累計額 

賃貸資産 12,431 千円 
社用資産 871,423 千円 

計 ‘ 883,854 千円 

2.リース投資資産の内訳 

債権額 8,123,664 千円 
見積残存価額 一 千円 

受取利息相当額 △130,357 千円 
計 

3. 1年を超えて入金期日の到来する営業債権 

7,993,307 千円 

リース投資資産 5,320,758 千円 

割賦債権 2,880,585 千円 

4．関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

短期金銭債権 794,946 千円 

(4 ) 



（損益計算書に関する注記） 

1.関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 

仕入高 

営業取引以外の取引による取引高 

2.減損損失 

(1)減損損失を認識した資産または資産グループの概要 

L076,645 千円 

14,951 千円 

705,999 千円 

用途 場所 種類 

アド・サービス設備 愛知県名古屋市 ソフトウエア等 

商事サービス設備 愛知県名古屋市 有形賃借資産等 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

アド・サービス事業は、営業収支の厳しい状況が統いているものの対象となる資産が少額のため、これまで 

減損損失の計上は行っておりません。しかし今年度は、新型コロナ感染症対策として検温装置等の導入が 

必須となり保有する固定資産が増加したことから、投資の回収が困難と判断いたしました。 

‘商事サービス事業は、2010年3月、2012年3月と2018年3月に減損処理を実施し、収支改善に努めてまいり 

ましたが、今年度、r:i機器のリニューアルが必要となり実施した結果、投資の回収が困難と判断いたしました。 

両事業とも帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額（24,326千円）を減損損失として、特別損失に 

計上しております。 

(3）減損損失の金額 

固定資産等の種類ごとの内訳 種類 アド・サービス 商事サービス 計 
ソフトウュア 3,442千円 1,555千円 4,998千円 
有形賃借資産 14,487千円 14,487千円 

工具器具備品 2,340千円 128千円 え468千円 

そ の 他 2,371千円 2,371千円 

計 5,782千円 18,543千円 24,326千円 

(4)資産のグルービングの方法 

原則として継続的に収支の把握を行っている事業単位毎に、資産のグルーピングを行っております。 

(5）回収可能価額 

回収可」能価額は、他への転用や売却が困難であること等により零円としております． 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

1‘当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 51, 600株 

2．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2020年6月17日 
書面決議 

普通株式 293,294千円 5,684円 2020年3月31日 2020年6月1自日 

3.基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2020年度に係る定時株主総会における決議事項として、以下のとおり会社法第319条第1項に基づき 

書面決議とする予定であります。 

株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

普通株式 利益剰余金 382,0妬千円 乙404円 2021年3月31日 2021年6月17日 

（税効果会計に開する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金(188,916千円〕、賞与未払計上額（89,926千円） であり、 

回収可能性が認められないものには評価性引当額を控除している。 

繰延税金負債の発生の主な原因は、資産除去債務相当資産（?,751千円）である。 

(1株当たり情報に関する注記〉 

1. 1株当たり純資産額 

2. 1株当たり当期純利益 

(5 ) 

380,883 円67銭 

14,809 円42銭 



（その他の注記） 

1，当社は、会社計算規則第98条第2項第1号に基づき、会計監査人設置会社で必要とされている注記事項の 

―部を省略しております。 

(6 ) 



' 

、 

、 

' 

、 

' ' 

、 

. 

」 

、 

' 

' 」 

, 

, 
、 

、 

ノ 

I 、 

、 

「’ 

、 

' 

' 

' 

弾奪” 
匡・挿遮七f , 

（

■

 

m
郵

■

 
麟 ' 

遭
 

いt；、二－‘蕊滅…灘を、： 
卿‘誕：C・’、、嘉熱〕懲豪蘇共範if 

','3F争’ ．＃浴編i嘱Iト、遮叱：年I阜姦恐h,, 

j飛諮「毒蟻iIプ襲菟り’舞島護事災瀬 

甑舞欝難・讐‘二，響鍬1り ’ w " ’礁 
A：薙序と‘霧屈i難寮意き、‘； 二 ‘ 、ー ジ 

窪1興！’畿Iう，’i費繊霧、．『を．‘':v 

轟饑「」膏緯上 

篇
紛
げ
熱
競
茅
 

二“に 

・
‘
、
「
範
辱
爵
 

●
 
・
．
■
 

騒
議
 

『
簿
井
 

,
－
与
標
「
～
 

鱗・ 
山
・
《
，
●
」
 

、

・

 

‘' 

、 
‘・，二一‘二を，ぜこ浮 
-”翼響’り事海、 

与社f．づ‘ 
ぐ
 

」
仲
 

.
 
.
 

－戸与リ“'Fらジf 
、・ ,'“に言一’’. 

‘ 、 ・ 、 ’ 
,''‘、－ 

;．い妻】‘i臨雌 
？

 

、
 



事 業 報 告 

第73期 

2020 年 4月 1 日から 

2021 年 3月31日まで 

中電興業株式会社 



事． 業 報 告 

f 2020 年4月 I日から 1 
し 2021 年3 月31日まで J 

1 会社の現況に関する事項 

(1）事業の経過およびその成果 

2020 年度の日本経済は新型コロナウィルス感染症の影響により大変厳しい状況で 

した。二度にわたる緊急事態宣言により経済活動は大きく停滞し、経済成長率はマイナス 

となりました。感染症については、未だ収束の見通しは立たず、先行き不透明感が漂って 

います。 

そのような状況の中にあって各事業の売上高は、広告事業については大型広告において 

中部電力の分社化に伴う特需があったものの電柱広告の販売個数の減少などにより微増 

に留まり、アド・サービス事業についてはアド・展示館共に微減、商事サーピス事業につ 

いては印刷の受注減少などにより前期を下回りました。 

一方‘リース事業については基本リースの増加、保険事業については火災保険の売り上 

げ増加、研修事業においては研修開催数の増加などにより前期を上回りました。 

この結果、当期の売上高合計は75億64百万円（前期比3. 7％増）、経常利益は10 

億17百万円（同31. 1％増）、当期純利益は7億64百万円（同30. 3％増）となり、この 

結果増収増益の決算となりました． 

く事業別の売上高＞ 

事 業 売上高（千円） 前期比（%) 構成比（%) 

広 告 

電柱広告 

大型広告 

2, 600, 313 

2, 077, 537 

522, 776 

m95
.
4
・124.
5
 

34. 4 

27. 5 

6. 9 

アド・サービス 

アド・サービス 

展示館受託 

1, 358; 153 

舗8, 590 

499, 562 

9
.
9
.
8
. 

9
9
9
 

1

”ー・I 

18. 0 

11.4 

6. 6 

商事サービス 420, 418 9t5 5. 6 

リース 2, 022, 968 113. 3 26. 7 

保 険 1, 055, 243 . 102. 3 13. 9 

不動産賃貸 13, 254 99. 6 0. 2 

電力営業 17, 006 83. 5 0. 2 

研 修 77, 143 239. 1 1, 0 

合 計 7, 564, 499 103.7 100. 0 



髪 

(2）対処すべき課題 

2 0 1 .9年12月、当社は今までのビジネスモデルを検証し、SDGsとDXの視点に立I 

ち「お客さまの期待を超える価値あるサービスと信頼をお届けする」ことを掲げた「目指す 

会社の姿」を策定するとともに、下記のとおり2025年度に達成すべき目標を定めた中期 

事業計画を策定しました。当社は，2020 年度を「中電興業改革元年」と位置付け‘ 2S 

活動やIT化を始めとした様々な改革を進めています。 

・営業利益5％の達成 

・新規事業売上高4億円 

－従業員満足度の向上 

2020 年度は中核事業である電柱広告・大型広告の契約減に依然として歯止めがかから 

ず、保険事業およびリース事業についてもさらなる成長が見通せない状況にあります。 

一方中部電力は、2020年度に送配電部門と販売部門を分社化することで「第ニの創業 

期」とする事業体制へ移行するとともに、2021 年を「脱炭素化へのチャレンジ」の年と 

して全ての事業分野でその取り組みを加速させていくこととしており、今後も事業戦略の変 

更が予想され当社の経営環境は厳しさを増しています。 

2021 年度は、引き続き下記の方針に基づき、改革を着実に実行・推進し、中期事業計 

画で掲げた目標達成に向けて部門間・事業場間の連携を密に全社一丸となって取り組んでま 

いります。 

2021 年度の重点方針 

●新たな販売体制‘組織・制度による収益性向上とお客さま起点の新たな事業へのチャ 

レンジ 

●IT化・業務改革による生産性の向上と企業文化の改革 

●互いに協カしチーム力を発揮した「自慢できる」会社づくり 

(3）設備投資の状況 

当期中に実施いたしました設備投資総額は1億17百万円であります。 

(4）リース事業の投資状況 

当期中に実施いたしましたリース投資資産取得額は24億64百万円であり、割賦債権 

取得額は5億32百万円であります。 

(5）資金調達の状況 

上記（3) (4）に要する資金は、全て自己資金でまかなっております。 



(6）財産および損益の状況の推移 

区 分 
第70 期 

(2017 年度〕 

第71期 

(2018 年度） 

第72期 

(2019 年度） 

第73期 

(2020 年度） 

売上高（千円） 7,013,090 7, 497, 409 7, 296, 631 7, 564, 499 

経常利益（千円） 566, 853 782, 449 776, 432 1, 017, 999 

当期純利益（千円） 368, 292 599, 011 586, 642 764, 166 

I株当たり 

当期純利益（円） 
7, 098 円的銭 11, 608円74銭 11, 369円昭銭 14, 809円42銭 

総 資 産（千円） 21, 403, 859 21, 869, 812 22, 351, 422 22, 443, 122 

(7）親会社の状況 

当社の親会社は、中部電力株式会社であり、当社の株式を44, 100 株（出資比率 

85.5%）保有しております。当社は親会社に対して、情報機器等のリースや広告事業 

および図面‘文書管理の受託等を行っております。 

(8 ）主要な事業内容 

①広告事業 

②アド・サービス事業 

③電気器具等物品販売事業 

④損害保険および生命保険の代理店業 

⑤リース事業 

⑥印刷業 

⑦図面・文書管理業務の受託 

⑧土地建物の賃貸業 

⑨水道検針‘集金受託 

⑩広報施設の運営の受託 

⑩公共施設の管理・・運営の受託 

⑩人材育成・教育、組織開発に関する研修企画‘運営 

(9）主要な事業所等 

＜本 店＞ 名古屋市中区栄二丁目2-S（電気文化会館内） 

商事サービス部 名古屋市天白区原一丁目703 



＜支 社＞ 

支 社 営 業 所 名 

名古屋支社 西、東、ー宮、半田（以上愛知県） 

岡 崎 支 社 岡崎、豊橋（以上愛知県） 

静 岡 支 社 静岡、島田、浜松（以上静岡県） 

三 重 支 社 津、松阪、四日市（以上三重県） 

岐 阜’支 社 岐阜、大垣、美濃加茂（以上岐阜県） 

長 野 支 社 長野、上田、松本、飯田（以上長野県） 

(10 ）従業員の状況 

従業員数 前期末比増減 

384名 A14名 

（注）1.当社が受け入れている派遣社員20名、特定契約社員10名、 

パートタイマー24名の計54名は除いてあります。 

2．従業員数は就業人員であります。 

借 入 先 借入残高（千円） 

株式会社三菱UFJ銀行 50; 000 

2，株式に関する事項 

(1）株式数 

発行可能株式総数 200, 000 株 

発行済株式の総数 51, 600 株 

(2）株主数 

2 社 

(3） 株 主 

株主名 持株数（株） 出資比率（%) 

中部電力株式会社 44, 100 85. 5 

株式会社中部プラントサービス 7, 500 14. 5 

-4 ー 



3，会社役員に関する事項 

＜取締役および監査役の氏名等＞ 

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況 

取締役社長 

（代表取締役） 
増田義則 

常務取締役 小山裕治 

経営全般に関し社長を補佐 

企画部、アド・サーゼス部担当 

広告営業本部長 

兼広告部長兼デザイン室長 

常務取締役 岩
 

本
 

雅
 

史
 

経営全般に関し社長を補佐 

総務部、経理部、商事サービス部担当 

総務部長 

取締役 竹内 正 保険部、リース部担当 

取締役 杉山 武 
相談役 

建設業経営業務管理責任者 

監査役 木村二朗 



監査報告書 

私、監査役は、2020年4月1日から2021年3月31日までの第73期事業 

年度の取締役の職務の執行に関して監査いたレました。その方法及び結果につ 

き以下のとおり報告いたします。 

1 監査の方法及びその内容 

私、監査役は、．取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査 

の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役 

及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明 

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所において業務及び 

財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事 

業報告及びぞの附属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る 

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表） 

及びその附属明細書について検討いたしました。 

2 監査の結果 

(1） 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を 

正しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反 

する重大な事実は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての 

重要な点において適正に表示しているものと認めます。 

2021年5月18日 

中電興業株式会社 

監査役本11 ニ「麟 
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本書は原本と相違ないことを証明します。 

2022年2月15日 

愛知県名古屋市東区東新町1番地 

中部電力株式会社 

代表取締役社長 

社長執行役員 林 欣警静 
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